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令和８年度勝浦市一般会計予算の概要 

 

 

Ⅰ　国の予算編成 

内閣府の月例経済報告によると、「景気は、米国の通商政策による影響が自動車産業を

中心にみられるものの、緩やかに回復している。」とし、景気の先行きについては、「雇

用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えることが期待される。ただし、

今後の物価動向や米国の通商政策をめぐる動向等の景気を下押しするリスクに留意する必

要がある。また、金融資本市場の変動等の影響に引き続き注意する必要がある。」として

います。 

一方、政府は、経済財政運営に当たっては、「経済あっての財政」を基本とし、「責任

ある積極財政」の考えの下、「「強い経済」を実現する総合経済対策～日本と日本人の底

力で不安を希望に変える～」（11 月21 日閣議決定）及びその裏付けとなる令和７年度補

正予算を速やかに執行するとともに、日本銀行と引き続き緊密に連携し、経済・物価動向

に応じて機動的な政策運営を行っていく、としています。 

 

Ⅱ　地方財政 

国は、地方財政計画の規模を 102 兆 4,400 億円程度としています。 

物価高の中で、経済・物価動向等を適切に反映するとともに、社会保障関係費や人件費、

いわゆる教育無償化に係る地方負担の増等を歳出に計上。地方団体が、様々な行政課題に

対応し、行政サービスを安定的に提供できるよう、地方交付税等の一般財源総額について、

令和７年度を上回る額を確保するとしています。 

 

Ⅲ　千葉県の予算編成 

令和８年度当初予算は、総合計画「～千葉の未来をともに創る～」策定後、初めての通

年予算であり、計画に掲げた施策の着実な推進を図るとしています。具体的には、成田空

港を核とした産業拠点の形成や千葉の自然を活用した観光地域づくり、稼げる農業の推進

などによる千葉経済圏の確立、道路ネットワークの整備や水道管路耐震化などの社会資本

の充実、また不妊検査への支援や、教育費の負担軽減、教育環境の改善など子育て・教育

施策の推進や、帯状疱疹の予防接種支援や救急医療提供体制の強化、介護現場の業務改善

など医療・福祉の充実をはじめ、｢安全・安心の確保｣｢千葉の魅力の向上｣などの｢新しい千

葉の未来の創造｣に向けた事業を計上しています。 

また、国の補正予算を活用し、当初予算と令和７年度２月補正予算を一体的に編成する

ことで、これらの取組を切れ目なく進めていくとしています。 
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Ⅳ　勝浦市の予算編成方針（令和７年１０月方針決定） 

令和８年度の市の予算編成方針は、市が目指す将来都市像の実現に向けた事業を推進す

るため、令和７年１０月、下記のとおり予算編成方針を決定しました。 

 

（令和８年度予算編成方針　抜粋） 

 

令和８年度は本市が目指す将来の姿である「“豊かな自然”に抱かれて“心豊か”に過

ごせるまち　かつうら」の実現に向け策定された本市総合計画・前期基本計画の最終年度

を迎え、各事業の進捗状況や成果・課題等を再点検し、その取り組みの総仕上げを行う期

間であるとともに、令和９年度から始まる中期基本計画に向け、成果や課題を踏まえた見

直しや整備を行う準備期間でもあることを考慮し編成することとする。 

なお、予算編成にあたっては、将来に過大な負担を残すことの無いよう、様々な視点で

の財源の確保、そして、「これまでどおり」の意識を改め、効果検証に基づく事務事業の

取捨選択をはじめ経費抑制を徹底し、持続可能な行財政の運営推進と基盤強化を併せて目

指すところである。限られた行財政資源を最大限に活用し、行政サービスを提供するため、

各課等の長は、スリム化を基本とした業務の見直し・改善への取り組み姿勢もって、所属

別に示す歳出予算充当一般財源上限額に収まるよう調整し、以下に示す基本事項により予

算の要求に当たるものとする。 
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基　　本　　事　　項 

 
１．地方自治法に定める予算原則及び財政規律を遵守し、最少の経費で最大の効果を

挙げられるよう、各課長の責任において予算を要求すること。 
２．市議会定例会において、令和６年度決算の審査過程において指摘された事項につ

いては、適切に対応すること。特に、多額の不用額を出している事業（科目）に
ついては、他の事業を圧迫し、効率的な財政運営の妨げに繋がることから、要求
額をゼロベースから積み上げて算出することとし、単に前年踏襲とした要求を行
わないこと。 

３．監査委員による定期監査等の指摘の中で、予算に関係する事項については、改善
のうえ適切に対応すること。 

４．歳入の確保については、最大の努力を払うこと。特に、国・県の動向を注視し、
制度の改廃等が与える本市への影響度を的確に把握すること。 
また、国・県補助金等以外の財源（特定目的基金の充当事業の拡大等）の活用も
視野に入れ、調査検討すること。 

５．歳出全般については、職員一人ひとりが市の財政状況を常に認識し、ふるさと応
援寄附金により多くの事業が実施できている状況を理解した上で、危機感をもっ
て予算の編成にあたり、従来のやり方に捉われることなく、市が目指すまちづく
りにとって真に必要な経費かどうか、ゼロベースの視点に立って、見直しを行う
こと。 

６．持続可能な行政サービスの提供には健全な財政運営が必要となる。その確立のた
め、所属別に一般財源ベースの上限額を設定する。各課等の長の強力なリーダシ
ップの下、最小の経費で最大の効果を生み出すよう創意工夫し、事業費の縮減や
スクラップアンドビルドを徹底し、必ず範囲内に収めること。出先機関・学校か
らの要求については、主務課でよく精査し、現場確認や現場の声を聞いたうえで
真に必要と判断したものを要求すること。 

７．行政と民間との適切な役割分担という観点から、イベント等を含め、市の関与の
あり方や費用対効果等を十分検討し、時代の変化に伴って市の関与の必要性が低
下した事業及び国県補助金の終了する事業については、廃止や縮減、あるいは、
終期設定を図ること。 

８．新規事業については、イニシャルコストの財源確保は十分に考慮しなければなら
ない。特に、管理運営経費等のランニングコストが発生する場合など将来継続し
て費用が発生する事業の場合は、他の事業を縮小あるいは廃止を前提としたうえ
で、予算要求すること。 

９．各課を横断する行政課題については、総合的に政策を推進するため、あらかじめ
関係課で十分な調整と役割分担の明確化を行ったうえで要求すること。 

10．人口減少が進む中、各分野における課題を市単独で解決することを前提とせず、
必要に応じて、自治体間の連携・協力関係を構築するなど、広域的な視点を検討
して要求すること。 

11．定員適正化計画に基づく職員の定数管理を着実に推進し、人件費の抑制に取り組
むこと。 

12．会計年度任用職員の配置は、必要人員数、勤務日、勤務時間をゼロベースで見直
すこととし、業務の効率化を図った上で、必要最小限の人数により要求すること。 

　　　また、事務補助、窓口業務補助を行う者は、あくまで補助であるという観点から、
繁忙時期や混雑時間帯のみの配置とすること。 

13．公共施設等の修繕・改修にあっては、今後の施設の活用方法・あり方を熟考した
うえで、公共施設等総合管理計画及び各個別施設計画に基づき、要求すること。 

14．特別会計については、一般会計との負担区分を明確にし、業務運営の効率化、合
理化に徹するとともに、事業収入の確保に努めること。また、一般会計からの繰
出金を財源とする事務費等については、ゼロベースから再度精査することによ
り、必要最小限の経費を計上すること。
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Ⅴ　令和８年度一般会計予算 

【予算規模】 

令和８年度一般会計の予算規模は１３，１５７，０００千円で、前年度当初予算に対

し、５．４パーセントの減となりました。 

 

【予算概要】 

令和８年度は、本市が目指す将来の姿である「“豊かな自然”に抱かれて　“心豊か”

に過ごせるまち　かつうら」の実現に向け策定された本市総合計画・前期基本計画の最

終年度を迎え、各事業の進捗状況や成果・課題等を再点検し、その取り組みの総仕上げ

を行うとともに、市民生活に直結する物価高対策やインフラ整備などの基盤維持に努め

ることが重要です。 

また、本市が抱える重要課題の一つであります人口減少対策につきましては、とりわ

け出生数の減少が顕著となっている状況を受け止め、令和７年度からの５か年間を「出

生数増加重点期間」と定めており、市内出生数の維持増進に向けた取り組みを引き続き

進めていかなければなりません。 

財政運営の面からは、地方交付税の増額を見込む一方で、歳入の根幹をなす市税が令

和７年度当初予算と比較して減少に転じており、ふるさと応援寄附金についても令和５

年度を境に大幅に減少している状況にあります。加えて、老朽化の進む公共施設の維持

管理費の増加や、価格高騰や労務単価の上昇により様々な経費が増加している社会情勢

を考慮すると、従前どおりの事業遂行は困難になりつつあります。様々な視点での財源

の確保、そして、効果検証に基づく事務事業の取捨選択をはじめ経費抑制を徹底し、持

続可能な行財政運営の推進と基盤強化を併せて目指すところであります。 

そして、国の実施する雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が、緩やかな景気の回

復を支えることが期待されており、令和 7 年度中においては、物価高騰対応地方創生臨

時交付金を活用した支援策を着実に実施しましたが、地域経済は未だ回復途上の状況に

あるといえます。 

このような中、自主財源の確保はもとより、国県支出金をはじめ、各種基金等からの

財源の繰入れ及び国の交付税措置が見込まれる有利な地方債等を有効に活用した予算編

成としました。 

まず、総合計画に掲げる基本方針１の「未来に希望をつなげるまち」では、令和 7 年

度からの５カ年間を出生数増加重点期間と定めた子どもや子育て世帯が健やかに生活で

きる環境を整備する「こども未来応援」の取り組みを最重点施策とし、安心して子育て

できる環境づくりにおいては、子育てに関する様々な課題に対応し、結婚、妊娠、出産、

子育てがしやすい環境及び教育の充実の実現に向けて、各種事業を実施します。 

とりわけ、妊娠・出産支援の充実として、不妊治療費助成事業、妊婦検診及び産婦検

診の費用助成による安心して出産できる環境整備を通じ、妊娠期から子育て期まで切れ

目のない支援の推進を図ります。 

子育て支援の充実では、おむつ等給付券の配付と出産祝い金の多子世帯応援加算に加
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え、０歳児から２歳児の保育料の無料化、３歳児から５歳児まですべての副食費の無料

化、在宅子育てに対する助成を行う子育て支援事業、小中学校における学校給食の全額

補助や高校生までの子ども医療費助成事業を継続し、安心して子育てできる環境づくり

を推進します。 

教育の充実では、外国語によるコミュニケーション能力の向上のための育成外国語指

導助手招致事業、国際感覚豊かな人材の育成を目的とした中高生海外研修助成事業、小

学校児童が使用するタブレット端末の更新により情報活用能力の育成に努めるとともに、

市内小中学校において特別支援教育支援員配置事業及び学校用務員配置事業による教育

環境の充実を図ります。 

基本方針２の「ともに支え合い、健やかに過ごせるまち」においては、健康づくりや

福祉の充実のための各種事業を実施します。 

健康保健施策の充実として、がん検診事業、各種健康診査を実施する健康増進事業、

高齢者短期人間ドック費用助成事業により、健康寿命の延伸を図ります。 

高齢者福祉の充実では、高齢者入湯料助成事業、高齢者タクシー利用料助成事業、高

齢者配食サービス事業による高齢者の日常生活に関わる幅広い支援の充実を図ります。 

基本方針３の「安心・安全を実感できるまち」においては、地域の消防・防災体制の

強化や防犯対策の強化に向けた事業を実施します。 

消防・防災体制の充実として、防火水槽の整備を行う消防施設整備事業により消防設

備の強化を図るとともに、災害用物資等備蓄事業、自主防災組織等活性化事業、防災情

報配信事業のほか、地域防災計画の見直しによる防災体制の充実に努めます。また、生

活安全・交通安全対策の推進では、防犯対策事業による防犯カメラの設置拡大を図ると

ともに、勝浦警察署など関係機関と連携した交通安全対策事業により、市民が安心して

暮らせるまちを目指します。 

基本方針４の「人々が活気にあふれるまち」では、地域産業の振興や移住・定住の促

進などの各種事業を実施します。 

農林水産業の振興として、経営の安定化と持続的な発展を目指し、農林業の分野では、

有害鳥獣捕獲事業、名木木戸地区・大森地区・大楠地区の県営ほ場整備の支援を引き続

き実施するとともに、地域おこし協力隊を活用した鳥獣被害対策の担い手確保に努めま

す。水産業の分野では、勝浦産ブランド水産物ＰＲ推進事業や外来漁船誘致事業による

水産業の振興、漁業の担い手を確保するために実施する漁業担い手支援事業の継続に加

え、市営漁港の機能保全工事による水産基盤施設の長寿命化を図り、持続可能な水産業

を目指します。 

ビジネス支援の推進では、勝浦市商工会との連携を図り、空き店舗等の活用支援事業、

地方創生起業支援事業により市内での起業を支援するほか、かつうら朝空マーケット開

催事業により魅力ある元気な商店街の形成を推進し、商工業の振興を図ります。 

観光の振興では、観光の基盤づくりのための、かつうら観光ぷらっとフォーム事業、

地域おこし協力隊による観光協会の組織強化を行います。加えて、勝浦灯台を活用した

観光振興施策、地域プロジェクトマネージャーによるフィルムコミッション事業、東京

駅構内への広告看板掲示などの観光ＰＲ事業を推進するなど、魅力ある観光地づくりを

推進します。 
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移住・定住の促進では、ＵＩＪターンによる起業・就業者創出事業補助金を活用した

東京圏からの転入に対する移住支援事業、若者の単身者への移住支援や、新婚世帯に対

し新生活のスタートアップを支援する若者等定住促進事業を継続し、定住促進を図りま

す。 

基本方針５の「快適な環境で過ごせるまち」においては、デマンドタクシー運行事業、

市内バス路線維持費支援事業により地域公共交通の維持に努めるとともに、自家用有償

旅客運送制度に基づく共助型交通を導入する地域モビリティ推進事業により、利便性の

高い公共交通の形成を目指します。 

また、老朽化したクリーンセンターの主要設備の更新を行い、処理機能の回復により、

施設の延命化を図るための工事を実施するほか、ごみ処理広域化事業、し尿処理広域化

事業により広域処理体制の確立に向けた取り組みを推進し、循環型社会の形成に努めま

す。 

また、物価高騰対応重点支援事業として、障害福祉サービス事業者の運営に係る経費

の支援のための障害福祉サービス事業所物価高騰対策支援事業、介護事業者の運営に係

る経費の支援のための介護サービス事業所物価高騰対策支援事業、家庭への消費支援と

して、エネルギー消費機能の優れた家庭用電気製品の購入費の一部を補助する物価高騰

対応省エネ家電購入支援事業、消費の下支え等を通じた生活者支援として、水道料金基

本料金の軽減を行う物価高騰対応水道料金軽減支援事業、地域経済の消費の下支え及び

生活支援をするため、全市民に向けた勝浦市内の店舗で使用できる商品券を発行・配付

する物価高騰対応かつうらデカ盛り応援券事業を実施します。 

このほか、高等学校等に通学するための定期券購入の補助する高校生等通学定期券購

入費補助事業や災害時に孤立する可能性のある集落に対し備蓄品などを補助する孤立集

落対策事業を実施するなど、行政全般にわたる施策事業の推進により市民福祉の向上を

図ります。 
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過去５年間の一般会計当初予算規模の推移　 

（単位：千円） 
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予算規模の推移(一般会計)

 
年　度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 
予算額 10,212,000 13,220,000 12,752,000 13,911,000 13,157,000

 
増減率 14.9％ 29.5％ △3.5％ 9.1％ △5.4％

百万円

年度
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令和８年度　一般会計当初予算状況
1 ．歳入

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

1 市税 2,229,322 16.9 2,278,926 16.4 △ 49,604 △ 2.2

2 地方譲与税 76,418 0.6 79,757 0.6 △ 3,339 △ 4.2

3 利子割交付金 7,000 0.1 1,000 0.0 6,000 600.0

4 配当割交付金 17,000 0.1 11,000 0.1 6,000 54.5

5 株式等譲渡所得割交付金 16,000 0.1 13,000 0.1 3,000 23.1

6 法人事業税交付金 42,000 0.3 41,000 0.3 1,000 2.4

7 地方消費税交付金 489,000 3.7 426,000 3.1 63,000 14.8

8 ゴルフ場利用税交付金 24,000 0.2 22,000 0.2 2,000 9.1

9 環境性能割交付金 10 0.0 16,000 0.1 △ 15,990 △ 99.9

10 地方特例交付金 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

11 地方交付税 2,850,000 21.7 2,670,000 19.2 180,000 6.7

12 交通安全対策特別交付金 2,004 0.0 2,158 0.0 △ 154 △ 7.1

13 分担金及び負担金 131,154 1.0 120,485 0.9 10,669 8.9

14 使用料及び手数料 145,716 1.1 143,527 1.0 2,189 1.5

15 国庫支出金 1,172,466 8.9 1,490,691 10.7 △ 318,225 △ 21.3

16 県支出金 752,819 5.7 634,717 4.6 118,102 18.6

17 財産収入 51,227 0.4 42,466 0.3 8,761 20.6

18 寄附金 1,600,200 12.2 2,000,200 14.4 △ 400,000 △ 20.0

19 繰入金 2,216,906 16.8 2,367,449 17.0 △ 150,543 △ 6.4

20 繰越金 130,000 1.0 130,000 0.9 0 0.0

21 諸収入 161,858 1.2 141,924 1.0 19,934 14.0

22 市債 1,038,900 7.9 1,275,700 9.2 △ 236,800 △ 18.6

13,157,000 100.0 13,911,000 100.0 △ 754,000 △ 5.4

※構成比は、四捨五入により算出しているため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。

（単位:千円・％）

歳　　入　　合　　計

区　　　　　　分 構成比 構成比 増　減　額 増　減　率

市税 2,229,322 16.9%

地方譲与税 76,418 0.6%

利子割交付金 7,000  0.1%

配当割交付金 17,000 0.1%

株式等譲渡所得割交付金 

16,000 0.1%

法人事業税交付金 42,000 0.3%

地方消費税交付金 489,000 3.7%

ゴルフ場利用税交付金 24,000 

0.2%

環境性能割交付金 10 0.0%

地方特例交付金 3,000 0.0%

地方交付税 2,850,000 21.7%

交通安全対策特別交付金  2,004 0.0%

分担金及び負担金 131,154  1.0%

使用料及び手数料  145,716 1.1%国庫支出金 1,172,466 8.9%

県支出金 752,819 5.7%

財産収入 51,227 0.4%

寄附金 1,600,200 12.2%

繰入金 2,216,906 16.8%

繰越金 130,000 1.0%

諸収入 161,858 1.2%

市債 1,038,900 7.9%

歳入総額　13,157,000千円
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2 ．歳出（目的別）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

1 議会費 137,148 1.0 138,806 1.0 △ 1,658 △ 1.2

2 総務費 4,343,960 33.0 5,253,188 37.8 △ 909,228 △ 17.3

3 民生費 2,983,878 22.7 3,059,268 22.0 △ 75,390 △ 2.5

4 衛生費 1,578,351 12.0 1,577,417 11.3 934 0.1

5 農林水産業費 670,082 5.1 388,046 2.8 282,036 72.7

6 商工費 445,310 3.4 290,062 2.1 155,248 53.5

7 土木費 744,814 5.7 687,534 4.9 57,280 8.3

8 消防費 173,490 1.3 204,200 1.5 △ 30,710 △ 15.0

9 教育費 1,039,203 7.9 876,541 6.3 162,662 18.6

10 災害復旧費 3,900 0.0 558,235 4.0 △ 554,335 △ 99.3

11 公債費 1,029,864 7.8 870,703 6.3 159,161 18.3

12 予備費 7,000 0.1 7,000 0.1 0 0.0

13,157,000 100.0 13,911,000 100.0 △ 754,000 △ 5.4

※構成比は、四捨五入により算出しているため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。

（単位:千円・％）

歳　出　合　計

区　　　　　　分 構成比 構成比 増　減　額 増　減　率

議会費

137,148

1.0%

総務費

4,343,960

33.0%

民生費

2,983,878

22.7%

衛生費

1,578,351

12.0%

農林水産業費

670,082

5.1%

商工費

445,310

3.4%

土木費

744,814

5.7%

消防費

173,490

1.3%

教育費

1,039,203

7.9%

災害復旧費

3,900

0.0%

公債費

1,029,864

7.8%

予備費

7,000

0.1%

歳出総額（目的別）　13,157,000千円
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3 ．歳出（性質別）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

1 人件費 2,355,326 17.9 2,279,945 16.4 75,381 3.3

2 物件費 3,441,277 26.2 3,694,472 26.6 △ 253,195 △ 6.9

3 維持補修費 60,504 0.5 62,195 0.4 △ 1,691 △ 2.7

4 扶助費 1,080,223 8.2 1,088,709 7.8 △ 8,486 △ 0.8

5 補助費等 1,077,147 8.2 1,066,337 7.7 10,810 1.0

6 普通建設事業費 1,450,987 11.0 1,220,364 8.8 230,623 18.9

7 災害復旧事業費 3,900 0.0 555,694 4.0 △ 551,794 △ 99.3

8 公債費 1,029,864 7.8 870,703 6.3 159,161 18.3

9 積立金 1,620,708 12.3 2,013,253 14.5 △ 392,545 △ 19.5

10 投資及び出資金 17,900 0.1 65,000 0.5 △ 47,100 △ 72.5

11 貸付金 14,973 0.1 11,688 0.1 3,285 28.1

12 繰出金 997,191 7.6 975,640 7.0 21,551 2.2

13 予備費 7,000 0.1 7,000 0.1 0 0.0

13,157,000 100.0 13,911,000 100.0 △ 754,000 △ 5.4

※構成比は、四捨五入により算出しているため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。

（単位:千円・％）

歳　出　合　計

区　　　　　　分 構成比 構成比 増　減　額 増　減　率

人件費

2,355,326

17.9%

物件費

3,441,277

26.2%

維持補修費

60,504

0.5%扶助費

1,080,223

8.2%

補助費等

1,077,147

8.2%

普通建設事業費

1,450,987

11.0%

災害復旧事業費

3,900

0.0%

公債費

1,029,864

7.8%

積立金

1,620,708

12.3%

投資及び出資金

17,900

0.1%

貸付金

14,973

0.1%

繰出金

997,191

7.6%

予備費

7,000

0.1%

歳出総額（性質別）　13,157,000千円
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【歳入の概要】 

歳入予算の内訳では、地方交付税や国庫支出金などの依存財源は 6,490,617 千円で、

地方交付税、地方消費税交付金、県支出金などが増加したものの、国庫支出金、地方譲

与税、環境性能割交付金等が減少し、依存財源全体では前年と比較すると 195,406 千円

の減額となりました。 

また、自主財源においては前年度と比べ 558,594 千円減の 6,666,383 千円となってお

り、この主な要因は、市税の減少をはじめ、ふるさと応援寄附金が前年度より減少して

いるほか、各種基金からの繰入金が減少していることによるものです。 

なお、自主財源の構成比は、50.6％となっています。 

 

１款　市税 

市民税は、人口減少や高齢化に伴い納税義務者の減少が続く中、令和７年度決算見込

みを踏まえ、対前年度 25,346 千円減額の 805,564 千円を計上し、固定資産税は、減価償

却に伴い、近年税収増加の要因となっていたメガソーラーに係る評価額が減少すること

を主な要因として、対前年度 18,844 千円減額の 1,222,676 千円を計上し、軽自動車税は

環境性能割の廃止を要因とし、対前年度 2,247 千円減額の 61,790 千円を計上し、市たば

こ税は対前年度 959 千円減額の 112,794 千円を計上し、入湯税は対前年度 2,208 千円減

額の 26,498 千円を計上し、市税全体で対前年度 49,604 千円減額の 2,229,322 千円を計

上しました。 

なお、入湯税は環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に

必要な施設の整備並びに観光の振興に要する費用に充てる目的税であることから、その

趣旨を踏まえ、別紙１のとおり【環境衛生、消防施設、観光振興】の科目に充当してい

ます。 

 

２款から９款、１２款　地方譲与税、各種交付金 

原資である国税等の動向を踏まえた国及び県から示された推計値を勘案し計上しまし

た。 

地方譲与税は対前年度 3,339 千円減額の 76,418 千円を計上し、利子割交付金は対前

年度 6,000 千円増額の 7,000 千円を計上し、配当割交付金は対前年度 6,000 千円増額の

17,000 千円を計上し、株式等譲渡所得割交付金は対前年度 3,000 千円増額の 16,000 千

円を計上し、法人事業税交付金は対前年度 1,000 千円増額の 42,000 千円を計上し、地方

消費税交付金は対前年度 63,000 千円増額の 489,000 千円を計上し、ゴルフ場利用税交

付金は対前年度 2,000 千円増額の 24,000 千円を計上し、環境性能割交付金は対前年度

15,990 千円減額の 10 千円を計上し、交通安全対策特別交付金は対前年度 154 千円減額

の 2,004 千円を計上しました。 

地方消費税交付金における社会保障財源化分については、社会保障施策の安定・充実

に要する経費に充てるものとされており、別紙２のとおり【社会保障４経費その他社会

保障施策に要する経費】の科目に充当しています。 
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１０款　地方特例交付金 

個人住民税減収補てん特例交付金については、前年度同額の 3,000 千円を計上しまし

た。 

 

１１款　地方交付税 

令和８年度の地方財政対策を踏まえ、普通交付税 2,550,000 千円、特別交付税 300,000

千円を計上し、対前年度 180,000 千円の増額としました。 

 

１３款　分担金及び負担金 

負担金として、勝浦市デマンドタクシー運行業務負担金 4,454 千円、放課後児童健全

育成事業負担金 12,600 千円、給食業務受託負担金 64,333 千円等を計上しました。 

 

１４款　使用料及び手数料 

使用料として、火葬場使用料 4,300 千円を計上したほか、市が管理運営を行っている

海の博物館地内の立体駐車場使用料 17,000 千円、市営住宅使用料 11,589 千円、荒川テ

ニスコート使用料 1,944 千円等を計上し、手数料として、塵芥処理手数料 37,375 千円、

し尿処理手数料 42,732 千円等を計上しました。 

 

１５款　国庫支出金 

国庫負担金として、障害者自立支援給付費負担金 176,132 千円、国民健康保険保険基

盤安定負担金 21,105 千円、児童手当交付金 136,697 千円、生活保護費等負担金 204,809

千円等を計上し、国庫補助金として、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 235,327

千円、デジタル基盤改革支援補助金 109,266 千円、道路メンテナンス事業費補助金

100,000 千円、給食費負担軽減交付金 11,068 千円等を計上しました。 

 

１６款　県支出金 

県負担金として、障害者自立支援給付費負担金 88,066 千円、国民健康保険及び後期高

齢者医療の保険基盤安定負担金 128,933 千円、児童手当負担金 16,933 千円等を計上し、

県補助金として、子ども・子育て支援補助金 24,717 千円、鳥獣被害防止総合対策交付金

及び野生獣管理事業補助金 46,055 千円、水産物供給基盤機能保全事業補助金 150,000 千

円、地籍調査事業費補助金 124,710 千円、千葉県孤立集落対策緊急支援補助金 16,000 千

円円等を計上し、県委託金として、県税徴収交付金 28,140 千円、経済センサス活動調査

委託金 2,110 千円等を計上しました。 

 

１７款　財産収入 

財産収入として、普通財産貸付料 40,935 千円を計上したほか、各種基金の利子 10,287

千円、配当金 5 千円を計上しました。 
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１８款　寄附金 

ふるさと応援寄附金は、対前年度 400,000 千円減額の 1,600,200 千円を計上しました。 

 

１９款　繰入金 

臨時財政対策債償還金に対する繰入金として減債基金繰入金 15,636 千円、ふるさと応

援寄附金を原資とするふるさと応援基金繰入金については、返礼分経費を含め、目的に沿

った事業の財源として 1,249,330 千円、公共施設等の維持補修を含む整備に充てるための

公共施設等整備基金からの繰入金 234,214 千円、デジタル化の推進に充てるためのデジタ

ル化推進基金繰入金 35,101 千円、老人福祉の増進を図るため、高齢者入湯料助成事業、

高齢者配食サービス事業及び高齢者タクシー利用助成事業等の財源として小高御代福祉

基金をはじめとする各福祉基金からの繰入金 46,056 千円、子育て経済支援に充てるため

のこども未来応援基金繰入金 39,404 千円、森林環境整備基金繰入金 6,115 千円、学校教

育施設整備基金繰入金 26,256 千円、勝浦市の子ども達の教育に係る基金繰入金 335 千円、

人材育成基金繰入金 3,030 千円を計上しました。 

ふるさと応援寄附金充当事業については、別紙３のとおりです。 

 

２０款　繰越金 

令和 7 年度の予算執行状況等を勘案し、前年度同額の 130,000 千円を計上しました。 

 

２１款　諸収入 

諸収入に、資源物売却代金 21,901 千円、市営駐車場指定管理者納付金 12,405 千円、

スポーツ振興くじ助成金 30,000 千円等を計上しました。 

 

２２款　市債 

過疎地域持続的発展特別事業債 35,000 千円、いすみ鉄道対策事業債 8,000 千円、子育

て関連施設照明改修事業債 5,100 千円、ごみ処理施設整備事業債 577,200 千円、夷隅郡

市広域市町村圏事務組合水道事業出資債 17,900 千円、土地改良事業債 47,300 千円、水

産基盤施設ストックマネジメント事業債 150,000 千円、観光施設整備事業債 11,800 千

円、旧清海小学校施設整備事業債 3,500 千円、道路改良等事業債 5,400 千円、道路イン

フラ長寿命化事業債 31,300 千円、トンネル改良等事業債 15,300 千円、橋りょう改良等

事業債 44,900 千円、消防施設等整備事業債 17,000 千円、防災行政無線施設整備事業債

11,300 千円、勝浦中学校長寿命化事業債 42,500 千円、スポーツ施設整備事業債 15,400

千円を計上しました。 
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【歳出の概要】 

１款　議会費 

主なものとして、議員報酬 52,596 千円、議員期末手当 23,187 千円、議員共済会負担

金 13,141 千円を計上しました。また、政務活動費交付金 1,800 千円を含む議会活動経費

として 3,374 千円を計上しました。 

 

２款　総務費 

新たな取り組みとして、公益的活動を行っている団体を対象に、個人からのふるさと

応援寄附金のうち寄附先が指定された団体に対して支援金を交付するふるさと勝浦市

わがまち応援支援事業 700 千円を計上しました。 

また、新たな移動手段としての自家用有償旅客運送の導入など移動ニーズの対応に向

けた地域モビリティ推進事業 13,662 千円、市内路線バス運行維持費支援事業 10,500 千

円、デマンドタクシー運行事業 29,939 千円、若者等定住促進事業 19,100 千円、寄附者

に対するお礼品を贈呈するふるさと応援寄附者特産品等贈呈事業 810,057 千円等を計上

しました。 

 

３款　民生費 

新たな取り組みとして、令和 8 年度から全国一律で実施する保育所、認定こども園等

を月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用でき

る乳児等通園支援事業(こども誰でも通園制度)445 千円を計上しました。 

障害者福祉の増進として、自立支援給付事業 352,365 千円、障害者医療費支給事業

24,756 千円、重度心身障害者医療費支給事業 31,620 千円等を計上しました。 

高齢者の生きがいづくりと福祉の増進を図るため、老人保護措置事業 14,253 千円、シ

ルバー人材センター活動支援事業 8,650 千円、高齢者配食サービス事業 5,789 千円、高

齢者タクシー利用料助成事業 9,369 千円等を計上しました。 

子ども子育て支援として、放課後児童健全育成事業 66,605 千円、子ども医療費助成事

業 41,615 千円、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）1,409

千円等を計上しました。 

社会保障関連経費として、介護保険特別会計繰出金 413,797 千円、国民健康保険特別

会計（事業勘定）繰出金 160,118 千円、国民健康保険特別会計（直営診療施設勘定）繰

出金 19,121 千円、後期高齢者医療療養給付費負担金 287,688 千円、千葉県後期高齢者医

療広域連合負担金 16,995 千円、後期高齢者医療特別会計繰出金 99,472 千円、生活保護

費 273,079 千円等を計上しました。  
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４款　衛生費 

保健衛生総務費では、不妊治療費の助成や妊産婦健診費用の助成、こども家庭センタ

ー（ひだまり）の運営経費等を含む母子保健事業 19,624 千円を計上し、予防費関係で

は、小児インフルエンザワクチン接種助成金、帯状疱疹予防接種助成金を含む感染症等

予防接種事業 36,728 千円のほか、がん検診事業 18,172 千円、健康増進事業 17,272 千円

等を計上し、環境衛生費では、合併処理浄化槽設置促進事業 4,294 千円、住宅用設備等

脱炭素化促進事業 2,400 千円等を計上し、火葬場費では、火葬場管理運営経費 30,672 千

円を計上しました。 

塵芥処理費では、施設の延命化工事費を含むクリーンセンター管理運営経費 664,188

千円、一般廃棄物収集運搬経費 217,385 千円等を計上し、し尿処理費では、新規事業と

して、広域連携によるし尿処理の効率化のため、夷隅環境衛生組合への処理委託として、

し尿処理広域化事業 66,300 千円を計上しました。施設の清掃業務を含む衛生処理場管

理運営経費 76,382 千円、し尿収集運搬経費 84,017 千円等を計上しました。 

上水道費では、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用して、水道基本

料金の軽減を実施するため物価高騰対応水道料金軽減支援事業 51,322 千円等を計上し

ました。 

 

５款　農林水産業費 

農業費では、新規事業として鳥獣被害対策の担い手確保のため、地域おこし協力隊活

用事業(鳥獣被害対策の担い手確保)5,492 千円を計上しました。 

また、イノシシ等の有害鳥獣による農業被害等の防止に加え、サルの生息状況調査及

び捕獲を実施するための鳥獣被害防止対策事業を含む有害鳥獣対策関係事業 67,324 千

円、多面的機能支払交付金事業 5,686 千円、名木木戸地区、大森地区、大楠地区の県営

ほ場整備事業の市負担金 49,760 千円を計上しました。 

　林業費では、森林の管理・整備を行うため、森林環境整備基本計画を基にした実施計

画の策定及び調査･測量、実施計画に基づいた間伐を行う森林環境整備事業 5,997 千円

等を計上しました。 

水産業費では、新規事業として松部漁港橋りょう架替工事を実施するため水産物供給

基盤機能保全事業 300,000 千円を計上しました。 

また、外来漁船誘致対策事業 2,740 千円、漁業担い手支援事業 4,430 千円、アワビ種

苗放流事業 4,680 千円、漁獲共済事業 8,899 千円、勝浦産ブランド水産物ＰＲ推進事業

1,095 千円、水産関連施設整備事業 4,200 千円を計上しました。 

 

６款　商工費 

新規事業として、観光情報の収集発掘･発信、各種イベント、観光ツアー等の観光客誘

致促進に係る企画立案及び運営等を実施するため、地域おこし協力隊活用事業(観光地

域づくり推進事業)11,000 千円、かつうら海中公園一帯を持続的な観光地とするため、

かつうら海中公園整備事業 19,550 千円を計上しました。 

また、中小企業資金融資事業 13,894 千円、中小企業資金融資利子補給事業 2,936 千

円、商店街活性化等支援事業 8,383 千円、かつうら朝空マーケット開催事業 3,180 千円、
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観光ＰＲ事業 5,625 千円、海水浴場開設事業 37,771 千円、かつうら観光ぷらっとフォー

ム事業 21,464 千円、地域プロジェクトマネージャー活用事業（フィルムコミッション）

6,845 千円、勝浦灯台活用事業 949 千円、海の博物館地内の立体駐車場管理運営経費

13,949 千円等を計上しました。 

このほか、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用して、物価高騰の影

響を受けた生活者や事業者を支援し、地域経済の消費下支え及び生活支援をするために、

全市民向けに勝浦市内の店舗で使用できる商品券の発行・配付事業を実施する物価高騰

対応かつうらデカ盛り応援券事業 161,687 千円を計上しました。 

 

７款　土木費 

国県補助金を活用する事業では、道路メンテナンス事業 216,001 千円、防災・安全交

付金事業 12,562 千円、木造住宅耐震化促進事業 7,750 千円、ブロック塀等改修促進事業

3,000 千円、地籍調査事業 173,376 千円を計上しました。 

このほか、その他主な施設の維持管理経費として、市道維持管理経費 72,132 千円、簡

易パーキング維持管理経費 2,646 千円、交通安全施設整備・管理事業 24,244 千円、河川

維持管理経費 500 千円、勝浦駅前広場維持管理経費 1,025 千円、公園施設維持管理経費

11,143 千円、市営住宅維持管理経費 18,633 千円等を計上しました。 

 

８款　消防費 

J-ALERT 小型受信機改修を含む防災行政無線整備・管理事業 18,953 千円、デジタル化

に対応した戸別受信機等の設置に伴う防災行政無線デジタル化改修事業 18,128 千円、

災害時に孤立する可能性のある集落に、備蓄品などの対策を行う孤立集落対策事業

32,000 千円を計上し、また、消防団に係る年額報酬や出動報酬を含めた消防団管理運営

経費 48,835 千円、地域防災計画及び国土強靱化計画の更新を含めた地域防災対策事業

12,772 千円、災害用物資等備蓄事業 5,058 千円、自主防災組織等活性化事業 4,000 千円

等を計上しました。 

 

９款　教育費 

新規事業として、勝浦中学校校舎の長寿命化対策及び体育館空調設置等に係る実施設

計を行うため勝浦中学校校舎長寿命化対策事業 42,526 千円を計上しました。 

小学校及び中学校での教育の充実を図るため、特別支援教育支援員配置事業 43,197 千

円、外国語指導助手招致事業 12,075 千円、小中学校給食費の全額を補助する学校給食費

補助事業 44,842 千円、小学校の遠距離通学児童対策事業 80,353 千円、中学校の遠距離

通学生徒対策事業 24,634 千円を計上しました。 

このほか、英語教室や水泳教室などを行う地域学校協働事業 3,339 千円、図書館管理

運営経費 14,140 千円、芸術文化交流センター管理運営経費 113,006 千円、市民講座・市

民教室開催事業 2,141 千円、スポーツ大会開催事業 6,857 千円、御宿町小中学校の給食

業務受託に係る経費を含む学校給食共同調理場管理運営経費 204,724 千円等を計上しま

した。 
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１０款　災害復旧費 

農地農業用施設災害復旧事業として 1,000 千円、漁港施設災害復旧事業として 450 千

円、漁港海岸施設災害復旧事業として 450 千円、道路橋りょう等災害復旧事業として

2,000 千円を計上しました。 

 

１１款　公債費 

地方債元金償還金として 975,576 千円、利子償還金として一時借入金利子 313 千円を

含め 54,288 千円を計上しました。対前年度では、元金が 129,311 千円の増額、利子が

29,850 千円の増額となりました。 
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　【令和 7 年度で元利償還が終了する市債】　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

起債
年度

事業名 起債額 利率
令和７年度
元利償還額

うち元金
償還額

H7 上水道事業一般会計出資債 154,300 3.150 8,964 8,756

H9 上水道事業一般会計出資債 14,800 2.200 823 810

臨時財政対策債 230,400 1.500 7,202 7,195

上水道一般会計出資債 2,000 2.000 139 137

臨時財政対策債 57,600 1.500 3,582 3,579

減税補てん債(恒久的減税分) 25,400 1.500 794 793

公営住宅建築事業 11,200 1.800 855 843

H26 (仮称)市民文化会館建設事業 109,200 0.150 11,010 10,993

過疎地域自立促進特別事業 35,000 0.100 4,393 4,390

現年発生補助災害復旧事業 1,100 0.100 138 137

災害防除事業(自然災害防止事業) 4,100 0.100 514 514

消防施設整備事業債 31,500 0.100 3,954 3,951

避難路整備事業 4,300 0.206 538 537

R2 消防施設整備事業債(消防防災用車両) 14,500 0.002 3,625 3,625

695,400 46,531 46,260合　計

H17

H27
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【令和 8 年度から元金償還を開始する市債】　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

起債
年度

事業名称 起債額 利率
最終
年度

令和８年度
元利償還見込額

うち元金
償還額

公共事業等債(水産基盤施設ストックマネジメント事業) 500 0.500 R15 63 61

土地改良事業 3,800 0.500 R15 485 466

道路改良等事業(防災・減災・国土強靭化緊急対策事業) 6,300 0.600 R17 650 613

ごみ処理施設整備事業 12,800 0.500 R15 1,634 1,572

衛生処理施設整備事業 14,700 0.500 R15 1,876 1,805

水産物供給基盤整備事業 1,300 0.500 R15 165 159

公共事業等(道路改良等事業) 7,800 0.600 R17 804 759

臨時財政対策債(財政融資資金) 35,812 0.700 R25 2,121 1,873

トンネル改良等事業 4,100 0.800 R17 427 395

拠点漁港機能強化事業(本省繰越分) 78,900 0.500 R15 10,073 9,690

漁村地域活性化事業 4,100 0.800 R17 427 395

過疎地域自立促進特別事業(ソフト事業) 35,000 0.700 R15 4,506 4,268

橋りょう改良等事業 4,800 0.800 R17 500 462

ごみ処理施設整備事業 4,700 0.800 R17 489 453

水産物供給基盤整備事業 500 0.700 R15 64 60

一般単独災害復旧事業(公共土木施設等) 26,500 0.700 R15 3,411 3,232

一般単独災害復旧事業(農林漁業施設等) 7,600 0.700 R15 978 926

防災行政無線施設整備事業 87,000 1.000 R20 7,153 6,299

土地改良事業、漁村地域活性化事業 9,200 0.800 R17 959 887

道路インフラ長寿命化事業 11,800 0.300 R15 1,509 1,475

災害防除事業(緊自然債) 27,400 1.000 R20 2,252 1,983

防災情報システム整備事業 4,300 0.700 R11 1,103 1,075

千葉県防災行政無線(衛星系)再整備事業 9,900 0.700 R11 2,539 2,475

消防施設整備事業(消防ポンプ車) 13,600 0.800 R11 3,461 3,359

ごみ処理施設整備事業 112,500 0.900 R13 19,302 18,331

いすみ鉄道被災施設災害復旧事業 600 0.800 R11 152 148

中学校空調設備整備事業 34,500 1.211 R17 2,334 1,916

勝浦中学校トイレ改修事業 61,200 1.750 R22 3,256 2,185

トンネル照明LED化事業 11,900 1.575 R19 728 540

ごみ処理施設整備事業 720,500 1.500 H13 125,884 115,642

勝浦駅南口広場街灯LED化事業 1,900 1.211 H17 128 105

上水道(一般会計出資債) 8,000 1.100 H12 1,633 1,565

1,363,512 201,066 185,174合　計

R6

R7

R5
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　　注　令和 7 年度は決算見込額、令和 8 年度は予算額 

 

 

　　注　令和 7 年度及び令和 8 年度は見込額 

 

１２款　予備費 

前年度と同額の 7,000 千円を計上しました。 

 

877 865 891 886

1,008
929 928

857 876

1,030

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H29 H30 H31 R02 R03 R04 R05 R06 R07 R08

公債費の推移(一般会計)

8,710
8,649

8,894 8,701
8,524

8,191
7,840

7,379

8,103 8,159

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H29 H30 H31 R02 R03 R04 R05 R06 R07 R08

地方債の年度末残高の推移(一般会計)

年度

百万円

年度

百万円

-20-



 

【歳出性質別の概要】 

義務的経費である、人件費は 75,381 千円の増額、扶助費は 27,958 千円の減額、公債

費は 159,161 千円の増額となり、義務的経費合計で 4,465,413 千円、前年度と比較する

と 206,584 千円の増額となりました。 

 

(1) 人件費 

人件費については、対前年度 75,381 千円増額の 2,355,326 千円となりました。 

 

(2) 物件費 

物件費については、対前年度 253,195 千円減額の 3,441,277 千円となりました。 

主な減額要因としては、自治体システムの標準化・共通化係る経費を含めた情報管理

費が 303,820 千円の減額によるものです。 

 

(3) 維持補修費 

維持補修費については、対前年度 1,691 千円減額の 60,504 千円となりました。 

 

(4) 扶助費 

扶助費については、対前年度 8,486 千円減額の 1,080,223 千円となりました。 

主な減額要因は、児童手当支給事業が対前年度 21,980 千円減額の 189,155 千円、就学

援助事業が対前年度 2,477 千円減額の 3,788 千円等によるものです。 

 

(5) 補助費等 

補助費等については、対前年度 10,810 千円増額の 1,077,147 千円となりました。 

主な増額要因は、かつうら海中公園整備事業 19,350 千円の計上、学校給食費補助事業

が対前年度 9,616 千円増額の 44,842 千円、サル群れ対策を含む鳥獣被害防止総合対策

事業が対前年度 5,525 千円増額の 26,331 千円等の計上によるものです。 

 

(6) 普通建設事業費 

普通建設事業費は、対前年度 230,623 千円増額の 1,450,987 千円となりました。 

主な増減要因としては、単独事業において、荒川テニスコート人工芝張替工事費を含

むスポーツ施設維持管理経費が対前年度 44,231 千円増額の 46,530 千円、施設の延命化

工事費を含むクリーンセンター管理運営経費が対前年度 142,130 千円減額の 582,409 千

円、保健福祉センター解体撤去工事費を含む保健センター管理運営経費が皆減となった

一方、補助事業において、松部漁港橋りょう架替工事費を含む水産物供給基盤機能保全

事業が皆増となったことによるものです。 

普通建設事業費で、令和８年度に計上した主なものは、次のとおりです。 
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

(7) 積立金 

積立金については、対前年度 392,545 千円減額の 1,620,708 千円となりました。 

これは、ふるさと応援基金の積立金が減少したことによるものです。 

 

(8) 投資及び出資金  

投資及び出資金については、対前年度 47,100 千円減額の 17,900 千円となりました。 

これは、夷隅郡市広域市町村圏事務組合の水道事業が実施する、施設整備に要する建

設事業費分としての出資金の減額によるものです。 

 

(9) 貸付金 

貸付金については、対前年度 3,285 千円増額の 14,973 千円となりました。 

主な増額要因は、中小企業資金融資事業が対前年度 3,285 千円増額の 13,893 千円の

計上によるものです。 

 

(10) 繰出金 

繰出金については、対前年度 21,551 千円増額の 997,191 千円となりました。 

主なものは、国民健康保険特別会計（事業勘定）繰出金が対前年度 4,768 千円減額の

160,118 千円、国民健康保険特別会計（直営診療施設勘定）繰出金が対前年度 12,621 千

円増額の 19,121 千円、後期高齢者医療特別会計繰出金が対前年度 9,054 千円増額の

99,472 千円、介護保険特別会計繰出金が対前年度 1,228 千円増額の 413,797 千円です。 

 
区分 主な普通建設事業

令和８年度 

当初予算額

 

補助

　水産物供給基盤機能保全事業 300,000

 道路メンテナンス事業 178,370

 合併処理浄化槽設置促進事業 4,294

 

単独

クリーンセンター管理運営経費 582,409

 スポーツ施設維持管理経費 46,530

 道路インフラ長寿命化修繕事業 34,804
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Ⅵ　基金の状況

【財政調整基金の状況】
年度 R04 R05 R06 R07 R08

取 崩 額 406,783 423,853 137,646 0 561,129

積 立 金 357,632 245,007 122,636 218,357 822

年度末残高 944,016 765,170 750,160 968,517 408,210

※令和7年度及び令和8年度は見込み。

【各種基金の状況】
令和７年度末 令和８年度末

現在高見込 積立額 取崩額 現在高見込

36,234 10 15,636 20,608

3,305,139 1,606,155 1,249,330 3,661,964

63,915 272 0 64,187

40,503 129 9,763 30,869

269,259 1,201 36,018 234,442

1,536 5 275 1,266

5,918 17 300 5,635

26,417 10,471 6,115 30,773

26,287 0 26,256 31

14,403 0 335 14,068

21,431 82 3,030 18,483

34,055 78 0 34,133

383,723 0 234,214 149,509

8,983 0 0 8,983

245,501 544 35,101 210,944

412,570 922 39,404 374,088

4,895,874 1,619,886 1,655,777 4,859,983

令和８年度

減 債 基 金

ふ る さ と 応 援 基 金

地 方 創 生 に 係 る 基 金

勝 浦 市 福 祉 基 金

小 高 御 代 福 祉 基 金

石 井 久 雄 福 祉 基 金

中山間ふるさと保全対策基金

森 林 環 境 整 備 基 金

学 校 教 育 施 設 整 備 基 金

子ども達の教育に係る基金

勝 浦 市 人 材 育 成 基 金

か つ う ら 文 化 振 興 基 金

公 共 施 設 等 整 備 基 金

高 額 療 養 費 貸 付 基 金

デ ジ タ ル 化 推 進 基 金

こ ど も 未 来 応 援 基 金

計

区　　分

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

R04 R05 R06 R07 R08

財政調整基金の状況

取崩額 積立金 年度末残高

千円

年度
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別紙３ 

令和８年度　「ふるさと応援基金」繰入金　充当事業 

 
 

総額　1,249,330 千円（ 前 年 比 21.75％減 ） 
  

うち、ふるさと応援寄附者特産品等贈呈事業分　810,057 千円（ 前年比 18.85％減 ） 

　　　各種事業分　　　　　　　　　　　　 439,273 千円（ 前年比 26.59％減 ） 

 

 

基金充当事業の内訳 

① 家庭・地域における子育て支援に関する事業　　　  （ 14,749 千円 ） 

◎　子どもの居場所づくり事業 
◎　子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 
◎　学校給食費補助事業 

② 青少年の健全育成及び教育環境の整備に関する事業  （ 152,486 千円 ） 

●　各小学校管理運営経費（学校用備品購入） 
●　中学校管理運営経費（学校用備品購入） 
◎　学校給食共同調理場管理運営経費（賄材料費） 
◎　遠距離通学児童対策事業　 
◎　小学校教育振興経費（教材備品購入） 
◎　中学校教育振興経費（教材備品購入）（水泳指導経費） 
◎　特別支援教育支援員配置事業 
◎　各学校教育振興経費［小学校・中学校］（特色ある学校教育推進事業） 
◎　学校環境整備事業（学校用務員経費） 
◎　遠距離通学生徒対策事業 
◎　外国語指導助手招致事業 
◎　地域学校協働事業 
◎　情報活用能力育成事業［小学校・中学校］ 

　　◎　いじめ・不登校対策事業 
 

④ 地域産業の振興及び特産品の育成に関する事業　　（ 849,882 千円 ） 

●　一般事務経費（一般管理費）（ふるさと応援寄附金事務経費） 
◎　ふるさと応援寄附者特産品等贈呈事業 
◎　外来漁船誘致対策事業 
◎　勝浦産ブランド水産物ＰＲ推進事業 
◎　かつうらビッグひな祭り開催事業 
◎　かつうら若潮まつり開催事業 
●　観光協会活動支援事業 
◎　観光ＰＲ事業 
◎　海水浴場開設事業 
◎　かつうら朝空マーケット開催事業 
◎　空き店舗等活用支援事業 
◎　水産関連施設整備事業 
●　地方創生起業支援事業 
 

⑤ 自然環境並びに地域景観の保全及び活用に関する事業　（ 19,592 千円 ） 

◎　公園施設維持管理経費  
◎　ごみ処理広域化事業 
●　都市計画基礎調査事業 
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⑥ その他目的達成のために市長が必要と認める事業　　（ 212,621 千円 ） 

○移住・定住関連 
●　通勤通学者特急券購入費補助事業 
●　高校生等通学定期券購入費補助事業 
◎　まちづくり活動推進事業 

○防犯防災関連 
◎　木造住宅耐震化促進事業（耐震診断・改修経費等への補助） 
◎　防犯灯整備・管理事業（防犯灯設置工事） 
●　ブロック塀等改修促進事業（ブロック塀撤去改修経費への補助） 
◎　防災行政無線デジタル化改修事業 
◎　防犯対策事業（防犯カメラ設置経費） 
◎　地域防災対策事業(地域防災計画及び国土強靱化計画の見直し) 

○公共交通関連 
●　地域モビリティ推進事業（自家用有償旅客運送導入業務経費） 
◎　市内公共交通維持確保事業（自動車運転免許（第二種）取得への補助） 

○生活関連 
●　ごみ集積所美化整備対策事業（地域に設置するごみ箱などの購入費補助） 
●　生ごみ処理容器等購入費支援事業 
◎　一般事務経費（環境衛生費）（環境調査経費） 
◎　住宅用設備等脱炭素化促進事業 

○道路インフラ関連 
●　崖地整備事業 

　　○スポーツ振興関連 
◎　スポーツ団体育成事業 
◎　スポーツ施設維持管理経費（荒川テニスコート等の維持管理） 
●　スポーツ施設維持管理経費 (旧北中学校・旧興津中学校の維持管理) 
◎　スポーツ大会開催事業 
◎　スポーツ教室開催事業 

○その他 
◎　地籍調査事業 
◎　友好都市交流事業（友好都市との交流促進・観光宣伝） 
◎　観光施設維持管理経費 
●　一般事務経費（情報管理費）（OA 機器借上料） 
●　危険木伐採等事業（危険木伐採等への補助） 
◎　芸術文化交流センター管理運営経費 
●　感染症等予防接種事業 
●　総合計画策定事業(中期基本計画策定) 
●　ふるさと勝浦市わがまち応援支援事業 
◎　市民講座・市民教室開催事業 
 

　 
 
※ ◎印は、総合計画の実施計画事業推進分として、ふるさと応援基金繰入金を充当し

ている事業です（ふるさと応援寄附者特産品等贈呈事業充当分を除いた事業充当額
360,530 千円）。 
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令和８年度勝浦市国民健康保険（事業勘定）特別会計 

　　　　　　　　　　　当 初 予 算 の 概 要 

 

１．編成に関する基本方針 

平成３０年度から国民健康保険事業の運営は都道府県と市町村が協働で実施し

ており、市は、医療給付等に必要な資金を県から交付を受ける一方で、徴収した保

険税を県に対して国民健康保険事業費納付金として納付しています。 

少子化に伴う新規加入者の減少、高齢化に伴う後期高齢者医療制度への移行とい

った従来からの被保険者減少に加え、社会保険の適用拡大による被保険者の減少か

ら、国保運営の安定化がますます厳しくなってきています。 

特別会計は収支均衡を確保する独立採算制が原則であり、歳出に見合った保険税

等受益者負担の適正化を図ることから令和７年度に引き上げた税率を維持するこ

とを念頭に予算編成をいたしました。 

令和８年度における歳入歳出予算は総額２，３００，０００千円で、前年度当初　　

予算に対し 1.４％の増となりました。 

 

世帯数・被保険者数の推移 

  

２．予算の概要 

 

歳入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円・％） 

 

 年度 総人口 

（人）

総世帯数 

（世帯）

被保険者数 

（人）

国保世帯数 

（世帯）

 Ｒ4 年度末 15,868 8,202 4,631 3,114

 Ｒ5 年度末 15,465 8,085 4,250 2,921

 Ｒ6 年度末 15,030 7,992 3,933 2,754

 Ｒ7 年 11 月末 14,845 7,971 3,796 2,693

 
款

令和８年度 令和７年度 比　　較

 当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

 1 国民健康保険税 398,810 17.2 431,255 19.0 △32,445 △7.5

 2 使用料及び手数料 116 0.1 122 0.1 △6 △4.9

 3 国庫支出金 1,342 0.1 0 0.0 1,342 皆増

 4 県支出金 1,687,322 73.3 1,640,644 72.3 46,678 2.8

 5 財産収入 220 0.0 59 0.0 161 272.9

 6 繰入金 207,561 9.0 188,614 8.3 18,947 10.0

 7 繰越金 1 0.0 3,000 0.1 △2,999 △99.9

 8 諸収入 4,628 0.3 4,306 0.2 322 7.5

 歳入合計 2,300,000 100.0 2,268,000 100.0 32,000 1.4
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歳出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円・％） 

※構成割合は、単位未満を四捨五入のため、内訳の合計が総数に合わない場合があります。 

 

【歳　入】 

【１款　国民健康保険税】 

【本年度予算額３９８，８１０千円　（前年度比 △32,445 千円・△7.5％）】 

令和８年度国民健康保険税率の賦課方式は、医療分においては、所得割・均等割・

平等割を課す３方式、後期高齢者支援金分と介護分においては所得割・均等割を課

す２方式にしています。又、令和８年度から国の制度改正により子ども・子育て支

援金分を新設しました。 

予算編成で見込んだ税率等は以下のとおり。 

 

令和８年度保険税率 

 

現年課税分　　　　　　　　　　　　　　　　 

医療給付費分　　　　　　 242,363 千円 

後期高齢者支援金分  　　  94,461 千円 

介護納付金分      　　　　33,132 千円 

子ども・子育て支援金分　　11,999 千円 

 

滞納繰越分　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

医療給付費分　　      　  10,963 千円 

後期高齢者支援金分         4,019 千円 

介護納付金分               1,873 千円 

 

【２款　使用料及び手数料】 

【本年度予算額 １１６千円（前年度比 △６千円・△4.9％）】 

保険税の滞納繰越分に係る督促手数料を計上しています。 

 
款

令和８年度 令和７年度 比　　較

 当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

 1 総務費 51,620 2.2 49,634 2.2 1,986 4.0

 2 保険給付費 1,653,542 71.9 1,610,093 71.0 43,449 2.7

 3 国保事業費納付金 534,862 23.2 552,485 24.3 △17,623 △3.2

 4 保険事業費 44,956 2.0 40,929 1.8 4,027 9.8

 5 基金積立金 220 0.0 59 0.0 161 272.9

 6 諸支出金 12,800 0.6 12,800 0.6 0 0.0

 7 予備費 2,000 0.1 2,000 0.1 0 0.0

 歳入合計 2,300,000 100.0 2,268,000 100.0 32,000 1.4

 所　得　割 均　等　割 平　等　割

 医療給付費分 7.20％ 24,000 円 18,000 円

 後期高齢者支援金分 2.60％ 15,600 円 0 円

 介護納付金分 2.30％ 16,200 円 0 円

 子ども・子育て支援金分（新設） 0.30％ 1,900 円 0 円
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【３款　国庫支出金】 

【本年度予算額１，３４２千円（新設）】 

○子ども・子育て支援事業費補助金 

・子ども・子育て支援事業費補助金 1,342 千円 

令和 8 年度から開始する、子ども・子育て支援金制度に係る経費に対する補

助金を計上しています。 

 

【４款　県支出金】 

【本年度予算額１，６８７，３２２千円（前年度比＋46,678 千円・＋2.8％）】 

○保険給付費等交付金 

・普通交付金 1,649,390 千円（前年度比+43,999 千円） 

保険給付の実績に応じて千葉県から交付されるもので、出産諸費や葬祭諸費

を除く保険給付費の全額を計上しています。 

・特別交付金   37,932 千円（前年度比+2,679 千円） 

市町村の財政状況、その他の特殊要因や実施事業に応じて交付されるもので、

以下の金額を計上しています。 

　　　　①保険者努力支援交付金   　　            5,009 千円 

　　　　　・保険者の国保財政健全化に向けた取り組みや成果を客観的な指標で評価 

して支援金が交付されるもの。 

②特別調整交付金 　                     12,725 千円 

・診療所の運営経費や市の実施する保健事業に対しての交付金。 

③県繰入金分 　　　　    　             15,636 千円 

　・千葉県の一般会計から国保特別会計への繰入金の一部を各市町村の事情

に応じて財政の調整を行うための交付金。 

　　　　④特定健康診査等負担金分                 4,562 千円 

・特定健診・特定保健指導に要する費用に対する（国県）の負担分 

（特定健診経費の負担割合　国１／３  県１／３  市１／３） 

 

【５款　財産収入】 

【本年度予算額２２０千円（前年度比+161 千円・+272.9％）】 

財政調整基金の定期預金・譲渡性預金の利息を計上しています。 

 

【６款　繰入金】 

【本年度予算額 ２０７，５６１千円（前年度比+18,947 千円・+10.0％）】 

○一般会計繰入金　160,118 千円（前年度比△4,768 千円） 

・保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）65,737 千円（前年度比+58 千円） 

国民健康保険税の軽減相当額を基準として一般会計から国民健康保険事業

勘定へ繰入するものです。（負担割合：県 3／4、市 1／4） 

・保険基盤安定繰入金（保険者支援分）42,210 千円（前年度比△4,862 千円） 

保険税軽減の対象となった被保険者数に応じて、保険税の一定割合を公費で

補填することにより、低所得者を多く抱える市町村を支援する保険者支援制度

（負担割合：国 1／2、県 1／4、市 1／4） 

・未就学児均等割保険税繰入金　　　　　 632 千円（前年度比+64 千円） 

未就学児に係る保険税軽減相当額（均等割の１／２）を繰り入れます。 

　　　（負担割合：国 1／2、県 1／4、市 1／4） 
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・職員給与費等繰入金　      　　　　 49,816 千円（前年度比+304 千円） 

国民健康保険事業の職員給与費や事務費に係る金額を一般会計から国民健康

保険事業勘定へ繰り入れます。 

・産前産後保険税繰入金　　　　　　　　　 56 千円（前年度比+1 千円） 

被保険者の出産前後期間４か月分の保険税を軽減し、軽減相当額を一般会計　

から繰り入れます。（負担割合：国 1／2、県 1／4、市 1／4） 

・出産育児一時金繰入金　               1,667 千円（前年度比△333 千円） 

出産育児一時金 1 件 50 万円の 2／3 相当額を一般会計から繰り入れます。 

 

○基金繰入金　　　　　　 47,443 千円　（前年度比+23,715 千円） 

・財政調整基金繰入金　 47,443 千円　（前年度比+23,715 千円） 

当初予算編成にあたり、不足する財源を補うための予算措置です。 

 

【７款　繰越金】 

【本年度予算額１千円（前年度比△2,999 千円）】 

前年度の国民健康保険特別会計からの繰越金を計上しています。 

 

【８款　諸収入】 

【本年度予算額４，６２８千円（前年度比+322 千円・＋7.5％）】 

○延滞金加算金及び過料    4,028 千円（前年度比+222 千円） 

国保税の収納に係る延滞金等を計上しています。 

○雑入                     600 千円（前年度比+100 千円） 

特定健診受診者負担金を計上しています。 
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【歳　出】 

 

【１款　総務費】　 

【本年度予算額５１，６２０千円（前年度比＋1,986 千円・＋4.0％）】 

国民健康保険事業の職員人件費を含む事務経費を計上しています。 

○一般管理費　職員人件費　　　 586 千円（前年度比　同額） 

市民課職員分時間外勤務手当を計上しています。 

○一般管理費　　　　　　　　　9,593 千円（前年度比+1,336 千円） 

会計年度任用職員１名分の報酬、資格確認書等の印刷費、パソコンの保守管理, 

レセプト点検委託料等を計上しています。 

○連合会負担金　　　        　1,122 千円（前年度比△55 千円） 

千葉県国保連合会へ支払う負担金（事務費割、均等割)を計上しています。 

○賦課徴収費　　　　　　　  　2,756 千円（前年度比+986 千円） 

賦課徴収にかかる納税通知書の印刷製本費、郵送料、システム改修費を計上し

ています。 

○運営協議会費　　　　　　 　   201 千円（前年度比△2 千円） 

国保運営協議会の運営に関する委員報酬等を計上しています。 

 

【２款　保険給付費】　 

【本年度予算額 １，６５３，５４２千円（前年度比+43,449 千円・+2.7％）】 

保険給付費の算出は、令和 7 年度の実績により見込み額を計上しています。 

○療養諸費　　　　　 　　　　 1,397,556 千円  （前年度比+32,885 千円） 

○高額療養費   　 　    　　　  251,833 千円　（前年度比+11,114 千円） 

○移送費     　　　　　　   　　　　  1 千円　（前年度比　同額） 

○出産育児諸費（支払手数料含む）　2,502 千円  （前年度比△500 千円） 

○葬祭諸費     　　　    　　　　 1,650 千円  （前年度比　同額） 

 

【３款　国民健康保険事業費納付金】 

【本年度予算額５３４，８６２千円（前年度比△17,623 千円・△3.2％）】 

国が示した確定係数をもとに県の算出により本市に割り当てられた納付金を医療

給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分、子ども・子育て支援金分にそれ

ぞれ区分して計上しています。 

○医療給付費分 　  　　　349,392 千円 （前年度比△23,281 千円） 

○後期高齢者支援金分  　 126,612 千円 （前年度比△7,235 千円） 

○介護納付金分 　　　  　 46,033 千円 （前年度比+68 千円） 

○子ども・子育て支援金分  12,825 千円 （新設） 

 

【４款　保健事業費】 

【本年度予算額　４４，９５６千円（前年度比+4,027 千円・+9.8％）】 

○特定健康診査等事業費　33,606 千円（前年度比 3,511 千円） 

・特定健康診査事業費  30,031 千円（前年度比 3,608 千円） 

特定健診業務委託料・受診率向上業務委託料等を計上しています。 

・特定保健指導事業   　3,575 千円（前年度比△97 千円） 

特定保健指導業務委託料・特定保健指導にかかる諸経費等を計上しています。 
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○保健事業費　          11,350 千円（前年度比+516 千円） 

・医療費通知・ジェネリック医薬品利用差額通知事業　450 千円 

・短期人間ドック利用費助成事業           　     9,256 千円 

費用の 7 割限度額 7 万円を助成（助成平均額 52,000 円×178 人分を計上）し

ています。 

・重症化予防対策事業　　        　              1,644 千円 

生活習慣病予防のための保健指導、運動支援、糖尿病性腎症重症化予防など

から業務委託料等を計上しています。 

 

 

【５款　基金積立金】 

【本年度予算額２２０千円（前年度比+161 千円・+272.9％）】 

国民健康保険財政調整基金から生じる利息収入を積み立てます。 

 

【６款　諸支出金】 

【本年度予算額１２，８００千円（前年度比　同額）】 

○償還金及び還付加算金          6,500 千円 

国民健康保険税の過年度分精算に伴う返還金として計上しています。 

○繰出金                  6,300 千円 

県支出金として受け入れた特別調整交付金の直営診療施設分を直営診療施設勘定

へ繰出すための計上です。 

 

【７款　予備費】 

【本年度予算額２，０００千円（前年度　同額）】 

　　会計処理上の、予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため予備費を計上して

います。 
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令和８年度勝浦市国民健康保険（直営診療施設勘定）特別会計
当 初 予 算 の 概 要 

 

診療所患者数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人・％） 

 
令和７年度の年間見込み数  

※患者数には健康診断等の外来も含む。 

 

１．編成に関する基本方針 

勝浦市国民健康保険（直営診療施設勘定）特別会計は、地域住民の身近な公的一

次医療機関としての役割を堅持すると共に、自主財源の確保に努めることを基本

に予算編成をいたしました。 

その結果、令和８年度における歳入歳出予算は総額６３，７４０千円で、前年度

当初予算に対し４０千円の増額となりました。 

 

２．予算の概要 

歳　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　（単位：千円・％） 

 

歳　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　（単位：千円・％） 

※構成割合は単位未満を四捨五入のため、内訳の合計が総数に合わない場合があります。 

 

 
年度

総野地区 上野地区 勝浦地区 興津地区 市　外 計
増減数

 患者数 構成比 患者数 構成比 患者数 構成比 患者数 構成比 患者数 構成比 患者数 構成比

 R4 3,909 61.6   809 12.8 1,128 17.8 218 3.4 279 4.4 6,343 100.0 52

 R5 4,459 56.5 1,009 12.8 1,729 21.9 296 3.7 402 5.1 7,895 100.0 1,552

 R6 4,683 51.3 1,169 12.8 2,383 26.1 334 3.6 562 6.2 9,131 100.0 1,236

 R7 3,984 51.0 1,092 14.0 1,944 24.9 300 3.8 492 6.3 7,812 100.0 △1,319

 
款

令和８年度 令和７年度 比　　較

 当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

 １ 診療収入 37,556 58.9 50,096 78.6 △12,540 △25.0

 ２ 使用料及び手数料 147 0.2 160 0.3 △13 △8.1

 ３ 繰入金 25,421 39.9 12,800 20.1 12,621 98.6

 ４ 繰越金 500 0.8 500 0.8 0 0.0

 ５ 諸収入 116 0.2 144 0.2 △28 △19.4

 歳 入 合 計 63,740 100.0 63,700 100.0 40 0.1

 
款

令和８年度 令和７年度 比　　較

 当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

 １ 総務費 56,742 89.0 54,534 85.6 2,208 4.0

 ２ 医業費 6,698 10.5 6,149 9.6 549 8.9

 ３ 予備費 300 0.5 300 0.5 0 0.0

 △ 公債費 0 0.0 2,717 4.3 △2,717 △100.0

 歳 出 合 計 63,740 100.0 63,700 100.0 40 0.1
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【歳　入】 

 

【１款　診療収入】 

【本年度予算額 ３７，５５６千円（前年度比 △12,540 千円・△25.0％）】 

 

○外来収入　　　　　　36,836 千円（前年度比 △12,321 千円） 

外来での診療報酬収入、患者一部負担金、インフルエンザ等各種予防接種収入

をそれぞれ実績に基づき算出し計上しました。 

○その他の診療収入　 　  720 千円（前年度比 △219 千円） 

健康診断料を計上しました。 

 

【２款　使用料及び手数料】 

【本年度予算額 １４７千円（前年度比 △13 千円・△8.1％）】 

 

○使用料　　　3 千円 

応急用の容器使用料、行政財産使用料として電柱の敷地使用料を計上しまし

た。 

○手数料　　144 千円 

診断書等の文書料を実績に基づき算出した額を計上しました。 

 

【３款　繰入金】 

【本年度予算額 ２５，４２１千円（前年度比 ＋12,621 千円・＋98.6％）】 

 

○一般会計繰入金  19,121 千円（前年度比 ＋12,621 千円） 

予算編成における歳入歳出の不足額を計上しました。 

○事業勘定繰入金 　6,300 千円（前年度同額） 

国民健康保険（事業勘定）において受け入れる特別調整交付金相当額を計上 

しました。内容は、へき地直営診療施設の運営費分です。 

 

【４款　繰越金】 

【本年度予算額 ５００千円（前年度同額）】 

前年度繰越金として、500 千円を計上しました。 

 

【５款　諸収入】 

【本年度予算額 １１６千円（前年度比 △28 千円・△19.4％）】 

特定健康診査による医師の派遣出動費、敷地内に設置している防犯カメラの電

気代を計上しました。 
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【歳　出】 

 

【１款　総務費】 

【本年度予算額 ５６,７４２千円（前年度比 ＋2,208 千円・＋4.0％）】 

 

○施設管理費（職員人件費）         42,153 千円 

医師、准看護師、事務長の正職員 3 名の給料、職員手当、共済費等の人

件費を計上しています。 

 

○施設管理費（一般管理費）         13,677 千円 

事務職の会計年度任用職員の報酬、職員の医師研究手当、危険手当、診療所・

医師住宅に係る光熱水費、診療所警備業務委託料、機器の保守管理委託料、各種

会費等の経費を計上しています。 

 

○施設管理費（公用車維持管理経費） 500 千円 

　所管する公用車２台に関する管理経費を計上しています。 

 

○研究研修費                          412 千円 

医師の研究研修のための、学会出席に係る経費や図書購入費等を計上していま 

す。 

 

【２款　医業費】 

【本年度予算額 ６，６９８千円（前年度比 ＋549 千円・＋8.9％）】 

医業活動に関する費用として、医療機器の借上料、ワクチンや検査キット等の

医薬品衛生材料費、検体の検査委託料等を計上しています。 

 

【３款　予備費】 

【本年度予算額 ３００千円（前年度同額）】 

予備費については、前年度同額の 300 千円を計上しました。 

 

【△　公債費】 

平成 21 年度に建設した診療所建物に係る地方債の元金及び利子償還金

を計上しておりましたが、令和 7 年度で完済となったことから、予算計上

はしておりません。  
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令和８年度勝浦市後期高齢者医療特別会計 

当初予算の概要 

 

後期高齢者医療保険の被保険者は 75 歳以上の方と、65 歳以上 75 歳未満で、一定の

障害があると広域連合の認定を受けた方にて構成されています。 

令和７年３月末現在　 被保険者数　４，２１０人（前年度比　＋１人） 

令和７年 11 月末現在　 被保険者数　４，２５３人 

 

１．編成に関する基本方針 

令和８年度勝浦市後期高齢者医療特別会計予算は、実施主体である千葉県後期高 

齢者医療広域連合の予算編成を踏まえ、令和７年度の決算見込み等をもとに編成を

いたしました。令和８年度歳入歳出予算は総額４２６，９５４千円で、前年度当初

予算に対し１８．４％の増となりました。 

 

２．予算の概要 

歳　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円・％） 

 

歳　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円・％） 

※構成割合は、単位未満を四捨五入のため、内訳の合計が総数に合わない場合があります。 

 

 

 

 　款 令和８年度 令和７年度 比　　較

 当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

 1 保険料 323,904 75.8 267,797 74.3 56,107 20.9

 2 使用料及び手数料 11 0.1 10 0.1 1 10.0

 3 国庫支出金 1,782 0.4 0 0 1,782 1,782

 4 繰入金 99,472 23.3 90,418 25.0 9,054 10.0

 5 繰越金 498 0.1 1,083 0.3 △585 △54.0

 6 諸収入 1,287 0.3 1,092 0.3 195 17.8

 歳入合計 426,954 100.0 360,400 100.0 66,554 18.4

 　款 令和８年度 令和７年度 比　　較

 当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

 1 総務費 9,836 2.3 7,671 2.1 2,165 28.2

 2後期高齢者広域連合

納付金

416,018 97.4 351,669 97.6 64,349 18.3

 3 諸支出金 600 0.2 560 0.2 40 7.1

 4 予備費 500 0.1 500 0.1 0 0

 歳出合計 426,954 100.0 360,400 100.0 66,554 18.4
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【歳入】 

 

■保険料 

　千葉県後期高齢者医療広域連合の示した令和８年度の保険料は、被保険者 1

人当たり、（均等割額 51,521 円　所得割率 9.49％）と見込まれます。 

 

【１款　 後期高齢者医療保険料】 

【本年度予算額３２３，９０４千円（前年度比＋56,107 千円・＋20.9%)] 

 

○特別徴収保険料  205,198 千円（前年度比＋35,871 千円) 

千葉県後期高齢者医療広域連合から示された額に収納率を 100％として計上して

います。 

○普通徴収保険料  118,037 千円（前年度比＋20,895 千円) 

・現年度分普通徴収保険料  118,037 千円 

千葉県後期高齢者医療広域連合から示された額に収納率を 99.11％として計上

しています。 

・滞納繰越分普通徴収保険料  669 千円  

推計した滞納繰越分調定額に 32.05％の収納率を見込んで計上しています。 

 

【２款　 使用料及び手数料】 

【本年度予算額 11 千円（前年度比　+１千円・+10.0％)】 

後期高齢者医療保険料の滞納繰越分の督促に係る手数料として計上しています。 

 

【３款　 国庫補助金】　新設 

【本年度予算額 1,782 千円】 

令和８年度から開始する子ども・子育て支援制度に係るシステム改修に対する国

庫補助金を計上しています。 

 

【４款　繰入金】  
【本年度予算額９９，４７２千円（前年度比＋9,054 千円・＋10.0%)】 

 

○職員給与費等繰入金　7,366 千円（前年度比+812 千円) 

職員人件費、事務費など後期高齢者医療制度に係る事務を執行するための経費に

対する一般会計からの繰り入れ額を計上しています。 

・人件費分　  7,096 千円 

・事務費分　    270 千円 

 

○保険基盤安定繰入金　92,106 千円（前年度比＋8,242 千円) 

後期高齢者医療保険料の軽減相当額の一般会計からの繰り入れ額を計上してい

ます。 

 

【５款　繰越金】  
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【本年度予算額４９８千円（前年度比△585 千円・△54.0%)】 

 

【６款　諸収入】 

【本年度予算額１，２８７千円（前年度比＋195 千円・＋17.8%)】 

○延滞金　 　　　　　　　　　　　　　10 千円 

○賦課徴収帳票作成等の受託事業収入  677 千円 

○雑入　　　　　　　　　　　　　　　600 千円 

・広域連合納付金返還金               

 

 

【歳出】 

 

【１款　総務費】 

【本年度予算額９，８３６千円（前年度比＋2,165 千円・＋28.2%)】 

　後期高齢者医療制度に関する事務的経費を計上しています。 

 

○総務管理費    6,978 千円 

・人件費（市民課職員給料、手当等）　　　　  　　6,964 千円 

・事務経費（消耗品費、印刷製本費等）            　14 千円 

○徴収費        2,858 千円 

・人件費（税務課職員時間外手当）         　　132 千円 

・事務経費（印刷製本費、郵送料、システム改修）  2,726 千円 

 

【２款　後期高齢者医療広域連合納付金】 

【本年度予算額４１６，０１８千円（前年度比+64,349 千円・+18.3%)】 

　　徴収した保険料等の千葉県後期高齢者医療広域連合への納付金 

・特別徴収保険料相当額                  205,198 千円 

・普通徴収保険料相当額　　  　　        118,037 千円 

・滞納繰越分保険料相当額                  　669 千円 

・基盤安定拠出金（保険料軽減分）　       92,106 千円 

・保険料等負担金（延滞金）                    8 千円 

 

【３款　諸支出金】 

【本年度予算額６００千円（前年度比+40 千円・+7.1%)】 

過年度保険料に係る過誤納還付金等として計上しています。 

 

【４款　予備費】 

【本年度予算額５００千円（前年度比　同額)] 

予算外の支出や予算超過の支出に充てるための予備費を計上しています。 
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令和８年度勝浦市介護保険特別会計予算の概要 

 

Ⅰ 介護保険制度の現状 

　　平成１２年度に創設された介護保険制度は、高齢者の有する能力に応じ、自立

した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービス、福祉サービス

を提供するものであります。 

　　この制度の背景にある高齢者の状況として、国の統計によると令和７年９月１

５日現在の我が国の総人口に占める高齢者の割合は２９.４％であり、前年と比

べ７５歳以上の人口が増加しています。この増加はいわゆる団塊の世代が令和４

年から７５歳を迎えていることによるものと考えられます。今後、令和１２年に

は３０.８％になると推計されております。 

　　一方、本市における同割合は、直近の令和８年１月３１日現在で４７．９％で

あり、高齢化の進展に伴い介護給付費は増加傾向にあります。また、単身高齢者

世帯及び高齢者夫婦のみの世帯や認知症高齢者の増加が予測されることから、高

齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることを可能とする制度運営が課題となって

おります。 

 

Ⅱ 編成に関する基本方針 

　　平成１９年度に設置された勝浦市地域包括支援センターは、高齢者に対する介

護予防ケアマネジメント、総合相談・支援、権利擁護、包括的・継続的ケアマネ

ジメント支援事業を実施しています。 

　　また、平成２９年度から実施している介護予防・日常生活支援総合事業におい

ても地域包括ケアシステムの構築など市が中心となって、地域の実情に応じた多

様なサービスを充実させるなど、地域による支え合いの体制づくりを実施してい

ます。 

　　このような中、第９期介護保険事業計画（令和６年度～令和８年度）の３年目

となる令和８年度勝浦市介護保険特別会計当初予算は、総務費をはじめ、保険給

付費、地域支援事業費について予算編成を行ったところです。 

　　編成については、総務費では、令和７年度と内容の大きな相違はなく、保険給

付費では、第９期介護保険事業計画の計画値等に基づき計上し、地域支援事業費

については、前年度実績を踏まえ歳出項目を見直しつつ必要な事業予算を計上し、

予算総額は、前年度当初予算と比較し、約 0.25％の減の２，５０９，１６６千円

となりました。 

　　なお、款ごとの予算概要は次のとおりです。 
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Ⅲ 予算の概要 

 

【歳入の概要】 

　１款　介護保険料 

　　６５歳以上の方の本市介護保険料については、第９期介護保険事業計画期間（令

和６年度から令和８年度）において、基準額（所得段階第５段階）を年額６９，

０００円とし、介護保険法施行令の一部改正等に伴い、所得段階における保険料

を１３段階で設定〔別表１〕しています。 

令和８年度においては、年金の年額が１８０千円以上の方を対象とする特別徴

収分が４０２，０００千円、その他の方を対象とする普通徴収分が４１，８１２

千円及び滞納繰越分が１，５８０千円の総額４４５，３９２千円の計上となりま

した。 

 

〔別表１〕 

第９期勝浦市介護保険料（令和８年度） 

 
段階 対象者 負担割合

保険料 

（年額）

 

第 1 

段階

・生活保護受給者の方 

・老齢福祉年金受給者で、世帯全員が市民税

非課税の方 

・世帯全員が市民税非課税で、前年の課税年

金収入額と合計所得金額の合計が 82 万 6

千 5 百円以下の方

基準額 

×0.455
31,395 円

 
第 2 

段階

・世帯全員が市民税非課税で、前年の課税年

金収入額と合計所得金額の合計が 82 万 6

千 5 百円を超え 120 万円以下の方

基準額 

×0.685
47,265 円

 
第 3 

段階

・世帯全員が市民税非課税で、前年の課税年

金収入額と合計所得金額の合計が 120 万

円を超える方

基準額 

×0.69
47,610 円

 

第 4 

段階

・世帯の誰かに市民税が課税されているが、

本人は市民税非課税で、前年の課税年金

収入額と合計所得金額の合計が 82万 6千

5 百円以下の方

基準額 

×0.9
62,100 円
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　※低所得者に対する保険料軽減措置により負担割合は、第１段階は０.２８５

となり年額にすると１９，６６５円、第２段階は０.４８５となり、３３，４６

５円、第３段階は０.６８５となり４７，２６５円に引き下げています。 

 

　２款　使用料及び手数料 

　　使用料及び手数料については、介護保険料の督促手数料として２３千円を計上

しました。 

 

 

第 5 

段階

・世帯の誰かに市民税が課税されているが、

本人は市民税非課税で、前年の課税年金

収入額と合計所得金額の合計が 82万 6千

5 百円を超える方

基準額 69,000 円

 第 6 

段階

・本人が市民税課税で、前年の合計所得金額

が 120 万円未満の方

基準額 

×1.2
82,800 円

 
第 7 

段階

・本人が市民税課税で、前年の合計所得金額

が 120 万円以上 210 万円未満の方

基準額 

×1.3
89,700 円

 
第 8 

段階

・本人が市民税課税で、前年の合計所得金額

が 210 万円以上 320 万円未満の方

基準額 

×1.5
103,500 円

 
第 9 

段階

・本人が市民税課税で、前年の合計所得金額

が 320 万円以上 420 万円未満の方

基準額 

×1.7
117,300 円

 
第 10 

段階

・本人が市民税課税で、前年の合計所得金額

が 420 万円以上 520 万円未満の方

基準額 

×1.9
131,100 円

 
第 11 

段階

・本人が市民税課税で、前年の合計所得金額

が 520 万円以上 620 万円未満の方

基準額 

×2.1
144,900 円

 
第 12 

段階

・本人が市民税課税で、前年の合計所得金額

が 620 万円以上 720 万円未満の方

基準額 

×2.3
158,700 円

 
第 13 

段階

・本人が市民税課税で、前年の合計所得金額

が 720 万円以上の方

基準額 

×2.4
165,600 円
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　３款　国庫支出金 

　　国庫支出金については、保険給付費及び地域支援事業費分に対する、国の法定

負担分等であり、保険給付費の内、施設給付費分（介護老人福祉施設等の入所に

係る費用）に対して１５％、その他給付費分（訪問介護、通所介護等に係る費用）

に対して２０％の法定負担分で、４０５，８０２千円、各市町村の後期高齢者数

等を勘案して交付される調整交付金として保険給付費総額の６．４８％で１５３，

３５７千円、地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業分として、事業費の３

８．５％で１０，８１０千円、介護予防・日常生活支援総合事業分として事業費

の２５％で６，５０７千円、地域支援事業費の社会保障充実分として事業費の３

８．５％で３９１千円、保険者機能強化推進交付金１，３６４千円、介護保険保

険者努力支援交付金２，７５３千円の総額５８０，９８４千円を計上しました。 

 

　４款　県支出金 

　　県支出金については、国庫支出金と同様に保険給付費及び地域支援事業費分に

対する、県の法定負担分等であり、保険給付費の内、施設給付費分に対して１７．

５％、その他給付費分に対して１２．５％の法定負担分で、３６３，３４８千円、

地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業分として事業費の１９．２５％で５，

４０５千円、介護予防・日常生活支援総合事業分として事業費の１２．５％で３，

２５４千円、社会保障充実分としての事業費の１９．２５％で１９６千円の総額

３７２，２０３千円を計上しました。 

 

　５款　支払基金交付金 

　　支払基金交付金については、第２号被保険者（４０歳以上６４歳以下）の介護

保険料負担分として保険給付費及び地域支援事業の介護予防・日常生活支援事業

費総額の２７％が交付されることから、総額で６４６，００９千円を計上しまし

た。 

 

　６款　財産収入 

　　財産収入については、介護給付費準備基金の内、５５，０００千円、５０，０

００千円をそれぞれ定期預金、１００，０００千円を譲渡性預金しての利子、お

よび債券運用に対する利子分として１，１４０千円を計上しました。 

 

　７款　繰入金 

　　繰入金については、標準給付額の１２．５％として介護給付費繰入金２９５，

８２９千円、地域支援事業繰入金として、地域支援事業の包括的支援事業・任意

-42-



事業分として事業費の１９．２５％で５，４０５千円、介護予防・日常生活支援

総合事業分として事業費の１２．５％で３，２５４千円、社会保障充実分として

事業費の１９．２５％で１９６千円、総務費等事務事業の経費としての職員給与

費等繰入金８４，０５３千円、低所得者の保険料軽減措置の公費負担分として低

所得者保険料軽減繰入金２５，０６０千円の総額４１３，７９７千円を一般会計

繰入金として計上いたしました。 

　　また、４９，５５５千円を介護給付費準備基金繰入金として計上いたしました。 

　　なお、過去３年間の一般会計からの繰り入れ状況は〔別表２〕のとおりです。 

　〔別表２〕 

　　注：令和７年度は、決算見込額  

 

　８款　繰越金 

　　繰越金については、当初予算において科目設定としており、決算終了後、令和

８年度の９月補正予算で令和７年度繰越金を計上します。 

 

　９款　諸収入 

　　諸収入については、延滞金の６２千円を計上しました。 

 

 
一般会計繰入金の状況（単位：円）

 
区分／年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

 
一般会計繰入金 373,371,459 396,850,998 403,741,544 412,937,000

 
(前年度対比) 102.1% 106.3% 101.7% 102.3%
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【歳出の概要】 

　１款　総務費 

　　全体的に令和７年度と同様に要介護認定等に要する事務費及び従事職員の人件

費が主になっており、総務費全体で８１，２５９千円となり、前年度当初予算と

比較し３．２％の増となりました。 

　　なお、本市の要介護認定者数等の推移は、〔別表３〕のとおりです。 

〔別表３〕 

（各区分の数値は 3 月末日現在の数値） 

注 :（１）高齢化率＝総人口に対する６５歳以上人口割合 

（２）出現率＝６５歳以上人口に対する要介護認定者割合（２号被保険者を除く） 

（３）２号被保険者＝４０歳以上６４歳以下で医療保険加入者 

（４）令和７年度数値は１２月末現在 

 

　２款　保険給付費　 

　　保険給付費については、第９期介護保険事業計画の計画推計値に基づき予算計

上しました。このため、令和８年度においては、総額で２，３６６，６０４千円

となり、前年度当初予算と比較し、０．５１％の減となりました。 

　　保険給付費の主なものは、要介護１から要介護５の方が利用する訪問介護及び

通所介護等の居宅介護サービス給付費及び介護老人福祉施設（市内施設：オーシ

ャンビュー勝浦、勝浦裕和園、名木緑風苑）及び介護老人保健施設（市内施設：

やすらぎの郷）等に入所している方が利用する施設介護サービス給付費で、保険

給付費は介護保険特別会計全体の９４．３％を占めています。 

　　なお、本市保険給付費の推移は、〔別表４〕のとおりです。 

 

 
要介護認定者数等の推移

 区分／年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

 
総　　人　　口 

６５歳以上人口 

高  齢  化  率 

要介護認定者数 

(内,２号被保険者数) 

出　　現　　率

１５，８６８人 

７，３３７人 

４６．２％ 

１，３６０人 

（ １５ 人） 

１８．３％

１５，４６５人 

７，２３２人 

４６．８％ 

１，３７８人 

（ １８ 人） 

１８．８％

１５，０３０人 

７，１１０人 

４７．３％ 

１，３７０人 

（ ２２ 人） 

１９．０％

１４，８２０人 

７，０８４人 

４７．８％ 

１，３６４人 

（ ２４ 人） 

１８．９％
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〔別表４〕 

　注：令和７年度は、決算見込額 

 

　３款　地域支援事業費 

　　地域支援事業は、高齢者が住み慣れた地域で生活していくため、また、要介護

状態等となった場合でも、地域で自立した生活を送ることができるよう各種事業

を実施するものであります。 

　　包括的支援事業・任意事業費のうち、包括的支援事業費としては、平成１９年

度から運営を開始した地域包括支援センターの職員人件費及びシステム使用料等

であり、任意事業費としては、家族介護慰労事業、介護支援専門員業務助成事業、

成年後見制度利用支援事業、緊急通報体制整備事業、家族介護支援事業、介護給

付等費用適正化事業、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業及び地域ケア

体制整備事業の経費を計上したほか、新規事業として在宅医療・介護連携推進事

業を計上しました。この事業は、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最後まで

続けたいという希望に、医療と介護ができること、解決すべき課題等を定期的に

関係者間で意見交換し、体制の整備を進めていこうとするものです。 

　　介護予防・生活支援サービス事業費については、要支援者が第１号訪問事業・

第１号通所事業を利用する際の費用及び介護予防ケアマネジメント計画作成費等

を計上しました。 

　　一般介護予防事業費については、介護予防普及啓発事業、地域介護予防活動支

援事業及び地域リハビリテーション活動支援事業として、運動器の機能向上・生

活機能の低下を予防するための「勝浦いきいき元気体操」を各地区に普及啓発し、

自主グループとして継続できるよう支援していくための運動器機能向上業務委託

料等を計上し、地域支援事業費総額で５７，９６２千円となりました。 

 

　４款　財政安定化基金拠出金 

　　財政安定化基金（以下「基金」という。）については、保険給付費が介護保険事

業計画値より増加し、計画期間内の保険料に不足を生じた場合に基金より市町村

が貸付等を受けられる制度として介護保険法第１４７条に基づき各都道府県に設

 
保険給付費実績（単位：円）

 
年　　　度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

 
保険給付費総額 2,134,912,487 2,286,624,548 2,295,894,572 2,378,797,000

 
(前年度対比) 103.6% 107.1％ 100.4％ 103.6％
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置される基金です。この財源として介護保険法第１４７条第３項により各市町村

が拠出するものが財政安定化基金拠出金であり、各市町村の介護保険事業計画期

間（３年間）の保険給付費見込額に基づき算定され、それを３年間で拠出するも

のです。 

　　現在、財政安定化基金の規模が交付・貸付における需要を大きく上回る都道府

県も存在し、また、積立金が過剰な状況にあることについて会計検査院からの指

摘があり、千葉県では、平成２１年度より財政安定化基金拠出金は行わない方向

との通知があり、拠出金については科目設定の１千円を計上しました。 

 

　５款　諸支出金 

　　諸支出金については、介護保険料の過誤納還付金を計上しました。   

 

　６款　基金積立金 

　　基金積立金については、歳入においての介護保険料及び介護給付費準備基金利

子分を積み立てるため、１，１４０千円を計上しました。 

 

　７款　予備費 

　　予備費については、昨年度と同額の１，０００千円を計上しました。
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